
 
 
 
  

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 
 
９，０００億３４百万円 対前年度 △２２億円 △０．２％ 
 

   
※ 極めて厳しい経済情勢の中、県民福祉の向上に努め２年連続で 
９，０００億円を確保 

平 成 ２ ３ 年 度 当 初 予 算 の ポ イ ン ト 

 
 
１ 県 税     

平成２０年度以降、景気の悪化に伴い県税収入は大幅に落ち込んでおり、当面、 
円高等の影響による厳しい経済状況が続くものとみられることから、平成２３年度 
は前年度とほぼ同額となる見込み。 
 

■ 県税全体の規模 
１，７５５億５０百万円  対前年度   ＋２７億円  ＋１．６％ 

 

２ 地方交付税等 
(1) 地方交付税 

   ２，１７６億８６百万円  対前年度  ＋２５億円  ＋１．２％ 
(2) 臨時財政対策債 
   ６３２億９０百万円  対前年度 △１３２億円 △１７．３％ 
(3) 実質的な地方交付税((1)地方交付税＋(2)臨時財政対策債)  
 ２，８０９億７６百万円  対前年度 △１０７億円  △３．７％ 
 
※ 地方財政対策において、地方交付税については総額で０．５兆円増額さ 
れたが、併せて地方税収も増加すると見込まれ、結果として臨時財政対策 
債を含めた実質的な地方交付税は１兆円の減額となっている。 
 

３ 国庫支出金 
  国の事業見直しや公共事業の削減等により減額となる見込み。 

 

■ 国庫支出金全体の規模 
９３７億３３百万円  対前年度  △７４億円  △７．４％ 

Ⅱ 歳 入 

Ⅰ 予算規模 

資料３ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
１ 義務的経費  ４，０２２億１７百万円 

対前年度   △３億円  △０．１％ 

(1) 人 件 費 … 職員数の更なる削減などにより 
対前年度   △１億円  △０．１％  

(2) 扶 助 費 … 対前年度   ＋９億円  ＋５．４％ 
（間接扶助費を含めると 

対前年度  ＋３４億円  ＋４．１％） 

(3) 公 債 費 … 対前年度  △１１億円  △０．９％ 
（公債管理特別会計を含めた実質的な公債費の規模（借換分を除く）は 

 対前年度     △２億円   △０．２％） 
 
２ 投資的経費  １，０９４億１０百万円 
          対前年度 △１５６億円 △１２．５％ 

(1) 公共事業 … 対前年度 △１３６億円 △１３．８％  
※土木部の県単公共事業については、＋２３億円 ＋５．０％ 

      ※公共事業に準じる維持補修費を含めると△１１．７％ 

(2) そ の 他 … 高齢者施設スプリンクラー緊急整備推進事業や社会福祉 
施設整備事業が増加するものの、南会津警察署庁舎の整備 
が終了したことなどにより 
対前年度  △２０億円  △７．５％ 

Ⅲ 歳 出 

４ 県 債 
 ※ 全体の規模 １，７１０億０７百万円 対前年度 △１３０億円 △７．１％ 

(1) 借換債を除いた県債の規模 
  １，２１４億７４百万円  対前年度 △２１１億円  △１４．８％ 

［県債依存度 １４．３％］ 

(2) 借換債及び臨時財政対策債（実質的な地方交付税）を除いた県債の規模 
     ５８１億８４百万円  対前年度  △７８億円  △１１．９％ 
        ［県債依存度  ６．８％］ 
 ＜参考＞ 借換債     23 年度 495 億円（＋ 80 億円）←22 年度 415 億円 
      臨時財政対策債 23 年度 633 億円（△132 億円）←22 年度 765 億円 

(3) 臨時財政対策債（元利償還金は全額交付税措置）を除く県債残高は減少 
    平成２３年度末見込み  ９，６５４億円 対前年度 △２７５億円 
    平成２２年度末見込み  ９，９２９億円 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 

１ 財源不足額                 ４００億円 

 政府の策定した『中期財政フレーム』（平成 22年６月 22日閣議 
決定「財政運営戦略」）や国の概算要求の内容等を踏まえ、本県の 
平成２３年度の歳入及び歳出を試算したところ、円高等の影響によ 
る景気の低迷などから一般財源総額の確保は難しく、また、社会保 
障関係経費の増加等により、当初予算の編成を前にして財源不足額 
を４００億円と見込んだ。 

２ 財源確保の状況 

 (1) 歳入確保               １９８億円  
① 県債の更なる活用（１３０億円） 
② 特定目的基金の活用（６８億円）  

 

(2) 歳出抑制               △７１億円 
① 人件費 

職員給与抑制措置や職員数の更なる削減などによる（△２５億円） 
② 一般事業費 

事務事業の見直しや、国の交付金を活用した平成２２年度補正予 
算における前倒しなどによる（△４６億円） 

 
 (3) 主要基金の取崩し           １２１億円 
    ※ 主要基金の平成２３年度末残高見込み：２２億円 
    
 (4) 繰越金の活用              １０億円 
     
 

Ⅳ 財源不足への対応 

 
３ 一般行政経費  ３，８８４億０７百万円 
           対前年度 ＋１３７億円  ＋３．７％ 

 (1) 補 助 費 等 … 対前年度  ＋４７億円  ＋２．７％ 
   うち間接扶助費 ： 介護給付費負担金、後期高齢者医療給付費県費負担金 

     の増等により 対前年度 ＋２５億円 ＋３．８％ 

 (2) 維持補修費 … 対前年度  ＋１１億円  ＋８．３％ 

 (3) そ の 他 … 借換債の繰出金の増等により 
           対前年度  ＋７９億円  ＋４．３％ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
                          

 
◇ 未来の主人公であるふくしまの子どもたち育成プログラム 

       １３１億円（ ４７件） 
 
◇ ふくしまの特性を生かした産業の総合力発揮プログラム 

    ３９億円（ ４８件） 
 

◇ 地域活性化を導くふくしまの低炭素社会づくりプログラム 
                １４億円（ ４０件） 

 
◇ ふくしまのにぎわい創出プログラム 

          ４６億円（ ５４件） 
 
◇ 健康で生きがいに満ち、安全で安心なふくしまづくり推進プログラム 

    ２２４億円（ ７２件） 
 
 

合  計         ４５４億円（２６１件） 
※うち新規及び一部新規   ６６億円（ ８７件） 

Ⅴ 重点事業 


